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【施策の柱】

【基本施策】

【施　　策】
地球温暖化防止に向けた意

識の向上
温室効果ガスの吸収源対策

省エネルギー設備・機器
の普及推進

エネルギーマネジメント
の推進

市民・事業者に対する理
解・意識啓発の推進

再生可能エネルギーの導
入推進

温室効果ガスの排出
量の少ないエネルギー

への転換

身近な水辺の維持・管
理、利用推進

身近な水辺の維持・管
理、利用推進

公園、緑地の整備 公園、緑地の整備 緑化の推進 緑化の推進 緑化の推進

担当課 環境政策課 道路建設課 商工振興課 環境政策課 環境政策課 資源循環課 農水産課 下水道河川管理課 公園緑地課 公園緑地課 公園緑地課 公園緑地課 道路建設課 環境政策課

【施策番号】 9 13 24 33 38 44 50 54 54 62 65 66 69 72

【個別施策】
家庭における温室効果ガスの
排出量の見える化の推進

道路沿道の緑化推進・保全
ESCO事業等による事業
者の省エネルギー設備導
入に向けた普及啓発

公共施設におけるビル
エネルギーマネジメント
システムの導入検討

緑のカーテンの普及推進
地域バイオマス等を利用し
たバイオガス発電の導入
検討・推進

バイオマス燃料や燃料
電池などの導入・利用
促進に向けた調査・研
究

水辺環境整備の推進 水辺環境整備の推進 市民の森の整備推進
立体都市公園制度の
活用による人工地盤上
部の公園利用

市街地における緑化の
推進

街路樹などの整備推
進・保全

民間建築物等における屋
上・壁面緑化の誘導

【具体的な内容】 エコノート普及事業の促進等

都市計画道路整備事業にお
いて、幅員3.5ｍを超える歩
道を整備する際に、植栽の
整備をする。

省エネルギー導入の必要
性を踏まえ、工業団体の
総会等において周知を図
る。

施設の新設・改修にあ
わせてＢＥＭＳの導入
を検討推進を図る。

市民へのゴーヤの苗や種
の配布や写真展示、普及
キャンペーンなどの普及事
業を行う。
また、公共施設での緑の
カーテン育成も行う。

前処理化の計画実施時期
は、し尿浄化槽汚泥の搬
入量で影響されることか
ら、費用対効果を考慮し、
前処理化整備を2段階に分
け、令和3年度は第Ⅰ期工
事を実施する。
第Ⅱ期工事は、西浦処理
場の処理可能下限値を搬
入量が下回る時期とする。

関係機関と連携し、剪
定枝の再資源化につ
いて検討する。

UR都市機構より寄付
予定の調整池の整備

河川や調節池の周辺
に遊歩道や緑地などの
整備を行う。

樹林地のなかで機能
の評価が高く、住宅地
等に隣接するものを市
民の森として借地・整
備する。

市街地の限られた用地
を立体的に活用する。

市街地を町丁目や線
路等の分断的要素の
点から54の公園整備
推進地区に分け、各地
区の公園整備状況をも
とに、公園が不足して
いる地区に優先的に公
園を整備する。

都市計画道路整備事
業において、幅員3.5ｍ
を超える歩道を整備す
る際に、植栽の整備を
する。

市民へのゴーヤの苗や種の
配布や写真展示、普及キャ
ンペーンなどの普及事業を
行う。

令和４年度の
目標

目標から逆算すると153名参
加予定である

地権者へ協力をいただける
ように交渉回数を増やし、植
栽の整備に向けて都市計画
道路の用地取得を進める。

省エネルギ設備導入の
普及啓発を行う。

公共施設における
BEMSの導入事例等を
把握し周知を行う。

目標から逆算すると153名
参加予定である

学校給食残渣受入可能と
なる破砕機の屋外設置方
法の検討

再資源化するための問
題について検討する

１箇所の整備案を取り
まとめる

海老川上流区画整理
事業において水辺に親
しめる公園緑地等の整
備について検討する。

樹林地の管理に関する
相談等の機会を捉え、
樹林地の地権者へ制
度の周知を図る。

立体都市公園の制度
について研究し、具体
的な活用を検討する。

1人当たり公園面積の
少ない地区を優先的に
公園緑地の候補地を
検討する。

地権者へ協力をいただ
けるように交渉回数を
増やし、植栽の整備に
向けて都市計画道路
の用地取得を進める。

目標から逆算すると153名
参加予定である

施策の実施、
進捗状況（見込）

令和３年度より緑のカーテン
普及事業と統合して行ってお
り、２７名から記録の提出を受
けた。

都市計画道路用地として、4
路線で7件、630.64㎡を取得
した。

建設計画書の提出や再
投資企業促進事業補助
金の申請があった際は省
エネルギー設備導入の普
及啓発を行った。

令和4年度はエコオフィ
スリーダー向け研修に
加えて新たにエコオフィ
ス研修を全職員向けに
実施し、職員向けに学
習を行った。

令和３年度よりエコノート普
及事業と統合して行ってい
るが、令和４年度は６１名
参加となった。

学校給食残渣受入可能と
なる破砕機の屋外設置方
法を検討したが、し尿浄化
槽汚泥搬入量の減少幅が
計画より小さいことから、前
処理化の実施時期を定め
ることが困難な状況となっ
た。

関係機関等で梨剪定
枝の再資源化について
検討している。

庁内照会を行ない事業
課を募った。２月現在４
選定を行っている。

芝山団地第３調整池の
周辺に遊歩道等の整
備を検討した。

機能の評価の高い樹
林地を市民の森とする
ことについて検討した。

立体都市公園の活用
について検討を行っ
た。

宅地開発に伴う帰属等
による都市公園を１0箇
所、緑地を１箇所新規
開設する見込みであ
る。

都市計画道路用地とし
て、4路線で7件、
630.64㎡を取得した。

令和３年度よりエコノート普
及事業と統合して行ってい
るが、令和４年度は６１名参
加となった。

施策の評価
（見込）

ｃ ｃ ｃ ｃ ｃ ｃ ｄ ｃ ｃ ｃ ｃ ｃ ｃ ｃ

評価（R３年度） ｂ ｄ ｃ ｃ ｂ ｃ ｄ ｃ ｄ ｃ ｃ ｃ ｄ ｂ

【評価に対する
コメント】

市民の声を聞く課で実施した
市民意識調査においては実
践率18.2％（実行している＋
概ね）となっており、取組の中
でも実践率が低い。コロナ前
まで順調に進捗していた緑の
カーテン事業と統合したが、コ
ロナの影響もあり、緑のカーテ
ンの参加者が減少したことに
よる。

取得予定の917.24㎡に対し
て630.64㎡の取得（68.75％）
であったため評価をcとした。

計画書、申請書の提出が
あった事業者への周知の
みにとどまったため評価
をcとした。

公共施設における
BEMSの導入事例等を
把握し、周知していく必
要がある。

令和４年度は例年と比較し
ても応募者が少なかった。
前述のとおり、緑のカーテ
ン事業と統合して行ってい
るが、今年度から市民向け
に種の配布を取りやめた。
（令和3年度：種310袋苗
1507株、令和4年度苗986
株）
配布数が半分近く減ってお
り、この影響が大きいと考
える。

破砕機の屋外設置方法は
検討したが、計画実施時期
を定めることができなかっ
たため評価をｃとした。

具体的な進展が見られ
ない

やや遅延している。
引き続き整備の検討を
行っていく。

新たな市民の森の適
地について検討してい
く。

特になし

公園や緑地の整備は
行ったが、不足してい
る地区に整備すること
ができなかった。

取得予定の917.24㎡に
対して630.64㎡の取得
（68.75％）であったため
評価をcとした。

今年度は例年と比較しても
応募者が少なかった。前述
のとおり、緑のカーテン事業
と統合して行っているが、今
年度から市民向けに種の配
布を取りやめた。（令和3年
度：種310袋苗1507株、令和
4年度苗986株）
配布数が半分近く減ってお
り、この影響が大きいと考え
る。

施策展開上の
課題

市民の声を聞く課で実施した
市民意識調査においては実
践率18.2％（実行している＋
概ね）となっており、取組の中
でも実践率が低い。コロナ前
まで順調に進捗していた緑の
カーテン事業と統合したが、コ
ロナの影響もあり低調となっ
たため、更に効果的な周知を
どう行うかが課題である。

特になし。

市内工業団体や事業者
情報メールといった情報
発信ツールはあるため、
環境部より普及啓発用の
チラシを提供いただける
と積極的な周知ができる
と考える。

公共施設の新設計画
を把握するとともに仕
様書の内容を含め、事
例を把握する必要があ
る。

市民の声を聞く課で実施し
た市民意識調査において
は実践率18.2％（実行して
いる＋概ね）となっており、
取組の中でも実践率が低
い。コロナ前まで順調に進
捗していた緑のカーテン事
業と統合したが、コロナの
影響もあり低調となったた
め、更に効果的な周知をど
う行うかが課題である。

計画はし尿浄化槽汚泥の
搬入量に影響されるため、
給食残渣の受入自体の再
検討が課題となる。

梨剪定枝を再資源化
するには設備等に係る
コストや手続き等の課
題が多く実現に至らな
い

寄付の予定が遅延して
いる。

関係部署等の調整が
必要になる。

住宅地に隣接する樹林
地が民間開発される事
例がある。

特になし 特になし 特になし。

市民の声を聞く課で実施し
た市民意識調査においては
実践率18.2％（実行している
＋概ね）となっており、取組
の中でも実践率が低い。コ
ロナ前まで順調に進捗して
いた緑のカーテン事業と統
合したが、コロナの影響もあ
り、イベント自体が低調と
なった印象がある。

令和５年度の
目標

ホームページやイベント等の
機会をもって周知を図る。

都市計画道路用地として、
586.47㎡を取得する。

4年度と同様に建設計画
書の提出や再投資企業
促進事業補助金の申請
があった際は省エネル
ギー設備導入の普及啓
発を行っていく。

公共施設における
BEMSの導入事例等を
把握し周知を行う。

目標から逆算すると１７４
名参加を目安とし、ホーム
ページや広報ふなばし、ツ
イッター等により周知を図
る。
（備考：令和元年実績９８
名、令和１２年度目標３００
名より算出）

し尿浄化槽汚泥の搬入量
を推計するとともに、給食
残渣の新たな活用につい
て事例調査を行う。

現状では実現が難しい
状況ではあるが、引き
続き再資源化について
検討する。

事業主体を決定し管理
計画を行うために事業
課と協議を行う。

芝山団地第３調整池の
周辺に遊歩道等の整
備を検討する。

樹林地の管理に関する
相談等の機械を捉え、
樹林地の地権者への
制度の周知を図る。

立体都市公園の制度
について研究し、具体
的な活用を検討する。

１人当たり公園面積の
少ない地区を優先的に
公園緑地の候補地を
検討する。

都市計画道路用地とし
て、586.47㎡を取得す
る。

目標から逆算すると１７４名
参加を目安とし、ホームペー
ジや広報ふなばし、ツイッ
ター等により周知を図る。
（備考：令和元年実績９８
名、令和１２年度目標３００
名より算出）

（１）持続可能な地球を未来へつなぐ社会づくり

①地球温暖化対策の総合的な推進 ②省エネルギーの推進 ③創エネルギーの推進 ④親しみやすい水辺の創出 ⑤まちの緑の育成

（２）大切な自然を育み、自然とふれあうまちづくり
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【施策の柱】

【基本施策】

【施　　策】

担当課

【施策番号】

【個別施策】

【具体的な内容】

令和４年度の
目標

施策の実施、
進捗状況（見込）

施策の評価
（見込）

評価（R３年度）

【評価に対する
コメント】

施策展開上の
課題

令和５年度の
目標

多自然川づくりの推進 多自然川づくりの推進 干潟の保全・再生 干潟の保全・再生 農地の保全 農地の保全 動植物の生息環境の確保
水と緑のネットワークの活

用
地産地消、食育の推進 地産地消、食育の推進 地産地消、食育の推進

下水道河川計画課 環境政策課 農水産課 環境政策課 農水産課 農水産課 環境政策課 公園緑地課 衛生指導課 農水産課 商工振興課

74 76 78 79 89 91 99 106 110 114 115

自然を生かした親水空間や
散策路などの計画・整備

生物生息状況に配慮した河川の
維持管理の推進

漁場を守り育てる担い
手の育成

ふなばし三番瀬クリーンアップの実施
遊休農地のふるさと農
園や学童農園などへの
活用

営農組織や認定農業
者の育成

生物多様性への配慮を促すた
めの指針（チェックリスト）の検
討

自然とふれあえる場とし
ての市民の森の利用推
進

食の安全確保に向けた衛
生教育（消費者・食品事業
者）の推進

農産物の付加価値の向上
地元食材を使った加工食
品等のＰＲ推進

UR都市機構から移管が予定
されている調整池では、上部
を有効活用した水辺広場を整
備する。また、準用河川木戸
川では、木戸川整備計画懇
談会やアンケート調査結果を
踏まえた水辺空間（宅地ゾー
ン、自然ゾーン、レクリエー
ションゾーン）の整備を行う。

多自然川づくりに伴う河川の生物
への影響を把握し、今後の適正な
河川管理を推進する。

次代の漁業者を育成
するため、研修に要す
る費用や漁具の購入
等に対して補助する。

・市民団体・事業者と協働で実施する浜の
清掃を行う。
・市民団体と協働で開催する生きもの観察
会を実施する。
・学校と協働で開催する絵画コンクールを
実施する。

条件・状況を鑑み、ふ
るさと農園として利用す
る。また市による借り上
げを通し学童農園とし
て利用する。

安定した経営基盤を有
する認定農業者の育
成を支援する。

土地利用の変化を起こす工事
において、自主的な生物多様
性への配慮を促すための指針
（チェックリスト）を他市町村の
指針を参考に作成する。

市内の樹林地の中で機
能の評価が高く、住宅地
等に隣接するものを市民
の森として借地・整備し、
地域の憩いの場として開
放する。

食品事業者や市民に対し
て講習会を実施し、食品
衛生の最新知識の普及啓
発の取組を行っているも
のの、毎年食中毒が発生
していることから、HACCP
（食品衛生の管理手法）に
沿った衛生管理の徹底を
含め講習会を充実させ
る。

多様な手法を通じてPRを行
い、知名度の向上やブランド
化に取り組む

ふなばし産品ブランド協
議会が行うふなばしセレ
クションを支援し、またPR
する。

準用河川木戸川において集
計施設等を設置し、市民の憩
いの場となる親水拠点を整備
する。

多自然川つくりで整備されている
木戸川において、連携協定を結ん
でいる東邦大学の調査結果を下
水道部を通じて入手する。直近の
調査結果があれば、生態系に配
慮した管理について提案し、直近
の調査結果がなければ、状況把
握の方法をまず検討していく。

次代の漁業者を育成
するため、漁具の購入
等に対して補助を実施
する。

三番瀬クリーンアップの参加人数を増やす
ため、ＨＰや広報ふなばしに加え、Twitterや
ふなっぷ、デジタルサイネージによる周知
啓発を行う。

ふるさと農園・学童農
園以外の活用方法に
ついても検討する。

引き続き、認定農業者
の取得推進及び育成
支援を行う。

公共工事を対象とした指針に
ついて、財政課・政策企画課
（指針による財政面への影
響）、技術管理課（公共工事で
の適用に関して）、宅地課（工
事時の協議先への追加）につ
いて協議を行う。

樹林地の管理に関する相
談等の機会を捉え、樹林
地の地権者へ制度の周
知を図る。

オンライン形式による講習
会を実施し、講習会受講
者の目標を2,000人とす
る。

人参のブランド力を向上させ
る。

事業者の意見を聞きなが
ら、よりいい形での周知・
販売サポートを行ってい
く。

平成28年度に木戸川の河道
整備が完了し、令和4年度末
までに、親水拠点を1箇所整
備した。

直近の調査結果を入手したが、整
理や状況の把握は行える見込み
だが、管理方法の検討には至らな
かった。

対象となる新規就業者
がいなかったため、補
助を実施していない。

三番瀬クリーンアップを開催し、654名が参
加した。市内小学校に絵画コンクールの依
頼をし、155名から応募いただいた。参加人
数を増やすため、HPや広報ふなばし、さん
あ～る、フェイスブック、Twitter、ふなばし
CITYNEWSによる周知啓発や、また、ポス
ター・チラシを作成し、みんなの掲示板やイ
ンフォメーションセンターへの配架など多方
面への周知啓発を行った。

ふるさと農園について
は見合う農地が無く未
開設。学童農園につい
ては1校減の小学校2、
中学校2の計4校で実
施した。

認定農業者の取得を
推進及び、経営改善計
画の策定や実施に対し
て、助言を行った。

生物多様性への配慮指針
（チェックリスト）の導入につい
て、課題を抽出した。

機能の評価の高い樹林
地を市民の森とすること
について検討した。

オンライン形式の講習会
を含め、585人（R5.2.21時
点で食品事業者578人、消
費者7人）に講習会を実施
した。

千葉ジェッツふなばし、ＪＡと
共同で人参の新たな出荷用
段ボールを作成すると共に、
船橋アリーナ等でＰＲ活動を
おこなった。

新型コロナウイルス感染
症拡大の影響で百貨店
等での催事販売の回数
が減少した。

ｃ ｃ ｄ ｃ ｄ ｃ ｃ ｃ ｄ ｃ ｃ

ｂ ｃ ｂ ｃ ｃ ｃ ｃ ｃ ｄ ｂ ｃ

整備に向けて予算措置等の
調整を図る必要がある。

調査結果は入手したが、状況の整
理や今後の管理の検討までには
至らなかったため、左記の評価と
した。

対象となる新規就業者
がいなかった。

三番瀬クリーンアップにおいて目標としてい
た参加人数800人を達成できなかった。

新たな活用方法を見出
せていない。

農家の高齢化により、
期日満了に伴う更新希
望者が減少し、全体と
して認定農業者数が減
少傾向にある。

船橋市環境共生まちづくり条例
に係る手続き等、市の関連手
続きも多くあること等の把握・整
理も必要であり、庁内協議まで
進まなかったため、左記の評価
とした。

新たな市民の森の適地に
ついて検討していく。

新型コロナウイルス感染
症対応等に人員が割か
れ、また集合形式の講習
会を避ける人もいるため、
人数は目標には達しない
と考えられる。

単価に反映できるほどの効果
が出ていない。

ふなばしセレクション認証
品の魅力を広く周知して
いくことで地産地消に繋
がると考えられるため、積
極的に広報等を行ってい
く。

事業の進捗には社会資本整
備総合交付金の配分が大きく
影響する。

順応的管理の起点となる、今後の
状況の把握方法が課題である。

補助により新規就業し
やすくすることは、漁業
振興に必要な事業

参加人数を増やすため、新しい方策を検討
する必要がある。

ふるさと農園について
は、主体的に運営・管
理を行える地主が乏し
い。

農家の高齢化が進ん
でいる中で、家族協定
による後継者との共同
申請を推進していくこと
が必要。

今後の方向性を定めるために
は、市の関連手続き等の把握・
整理が必要である。

住宅地に隣接する樹林地
が民間開発される事例が
ある。

集合形式の講習会と併せ
オンライン形式による講習
会を実施するとともに、
YouTubeによる食品衛生
に関する講習会動画の配
信を始めたところである。
今後は動画配信について
周知を図る、さらに効果的
な情報発信方法について
の検討が課題である。

無料配布をおこなってきたが
PR効果に限界が出てきた。現
状とは異なるPR方法を模索
する。

新型コロナウイルス感染
症拡大の影響で催事販
売等のPRの場が限られ
ている。

自然を生かした親水空間のあ
り方について調査・研究を行
う。

既存資料を整理しするとともに、今
後の定期的な状況把握のための
調査について検討する。

次代の漁業者を育成
するため、漁具の購入
等に対して補助を実施
する。

三番瀬クリーンアップの参加人数を目標と
している800人以上とするため、例年ボラン
ティアとして参加している中高生にイベント
内容について意見を聴取し、新たな企画を
検討する。

引き続き、遊休農地解
消に努める

引き続き、船橋市農業
振興計画にもとづき、
認定農業者の取得推
進及び育成支援を行
う。

市の関連手続きの把握・整理
を実施し、今後の方向性を検討
する。

樹林地の管理に関する相
談等の機械を捉え、樹林
地の地権者への制度の
周知を図る。

食品衛生上は重要な施策
であるものの、環境基本
計画の「地産地消、食育
の推進」という施策にはな
じまないため、環境基本計
画の目標としては定めな
いこととする。

テレビなどメディアを使ったPR
をおこなう。

事業者の意見を聞きなが
ら、よりいい形での周知・
販売サポートを行ってい
く。

⑦自然の恵みの持続的な活用

（２）大切な自然を育み、自然とふれあうまちづくり

⑥多様な生態系の保全
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　　令和４年度　船橋市環境基本計画　個別施策の取組結果及び令和５年度の目標一覧 資料１

【施策の柱】

【基本施策】

【施　　策】

担当課

【施策番号】

【個別施策】

【具体的な内容】

令和４年度の
目標

施策の実施、
進捗状況（見込）

施策の評価
（見込）

評価（R３年度）

【評価に対する
コメント】

施策展開上の
課題

令和５年度の
目標

ごみの排出抑制 ごみの排出抑制 ごみの排出抑制 資源化の推進 資源化の推進 資源化の推進 資源化の推進 廃プラスチック対策の推進

クリーン推進課 クリーン推進課 クリーン推進課 クリーン推進課 廃棄物指導課 廃棄物指導課 資源循環課 環境政策課

118 119 120 127 130 132 133 137

スマートフォン向けごみ分別アプリ
等を活用したごみ分別の普及推
進

船橋市廃棄物減量等推進員（クリーン船橋
530推進員）の委嘱

市民参加型のごみの減量・資源化のシステ
ムづくり推進

市民団体などによる自発的な有
価物・資源物回収の推進

事業者等に対する事業系一般廃棄物の
資源化の取組の指導

事業系食品廃棄物等の資源化推進
未利用バイオマス（し尿浄化槽
汚泥等）の利活用推進

市民・事業者等に対するプラスチック・スマートへの取組の
普及啓発

ごみ分別の検索や情報発信など
の機能を持ったアプリケーション
の無料ダウンロードサービスを展
開する。
随時、ごみに関する情報や環境に
関する情報を発信する。

船橋市自治会連合協議会地区連絡協議会
の会長が選出した船橋市廃棄物減量等推
進員（クリーン船橋５３０推進員）に、ごみの
減量、資源物の分別回収における指導、ご
みの適正な排出指導とごみ収集ステーショ
ンの清潔保持の活動、不法投棄防止等地
域環境美化に関する活動、市の環境関係
PR活動への協力などの活動を行っていただ
く。

ごみのない住み良い地域“環境にやさしい
美しいまちづくり”の啓発のため、町会・自治
会、市が一体となり、市内で一斉に美化活
動を行う「クリーン船橋５３０の日」、道端に
散乱するごみを一掃し、船橋をきれいなまち
にすると共にポイ捨て防止の啓発を図るた
め、町会・自治会・市民団体・企業、市等が
一体となり、市内で一斉に美化活動を行う
「船橋をきれいにする日」を開催する。

有価物の回収協力金を支給し、
また、有価物回収協力団体の実
施する連絡会にて研修を実施す
る。

・事業者の資源化に対する意識向上のた
め具体的事例やメリットなどを記載したパ
ンフレットを作成し、その配布や情報提供
のメール送信、SNS等を用いた情報発信
などにより啓発を行う。
・市内外の資源化施設の情報を整理し、
情報提供のメール送信、SNS等を用いた
情報発信などにより事業者に案内を行
う。

・飲食店や小売店で消費期限切れで廃棄される食品
や食べ残しなどは、焼却処分ではなく飼料や肥料・燃
料として資源化されるよう啓発を行う。
・食品廃棄物の資源化に向け、他廃棄物との分別の重
要性や水切りなど減量への具体的取組を事業者へ紹
介していく。
・食品ロス削減対策と並行して事業系食品廃棄物の資
源化を推進していくことで、事業系廃棄物の減量につ
なげていく。

前処理化の計画実施時期は、
し尿浄化槽汚泥の搬入量で影
響されることから、費用対効果
を考慮し、前処理化整備を2段
階に分け、令和3年度は第Ⅰ期
工事を実施する。
第Ⅱ期工事は、西浦処理場の
処理可能下限値を搬入量が下
回る時期とする。

・「ふなばしプラスチックスマート宣言」に賛同する、市民・
事業所・行政機関・ＮＰＯ・学校等を募り、オールふなばし
で取組を推進する。
・①海洋プラチックとは何か、②海洋プラスチックが環境に
どう影響しているか、③海洋プラスチックの発生起源は何
か、⑤私たちにできる海洋プラチックの削減への取り組み
など、環境省及び国関係機関が作成している説明資料や
動画も活用して、市民・事業者にプラスチック・スマートの
取組を普及啓発する。

新規ダウンロード数：１０,０００件 地区別推進員研修会：24回
クリーン船橋５３０の日参加者数：約８，５００
人
船橋をきれいにする参加者数：約８，３００人

自発的な有価物・資源物の回収
を推進するため、有価物回収団
体の連絡会に出席し、研修会を
実施する。
また、有価物回収連絡会での研
修会に変わる機会の検討を行
う。

・資源化に関する具体的事例やメリットな
どを記載したパンフレットの作成。
・市内外の再資源化施設の情報をまと
め、排出事業者へ案内することで再資源
化を促進する。

・資源化に関する具体的事例やメリットなどを記載した
パンフレットの作成。
・市内外の再資源化施設の情報をまとめ、排出事業者
へ案内することで再資源化を促進する。

学校給食残渣受入可能となる
破砕機の屋外設置方法の検討

市民・事業者にプラスチック・スマートの取組を普及啓発す
ることを進める。

市公式Twitterやデジタルサイ
ネージなどを活用して周知に努め
たが、新規ダウンロード数が7,000
件であった。
なお、自治会連合協議会の常任
理事会においても紹介したところ
である。
また、町会・自治会の掲示板にア
プリのチラシの掲示を依頼した。

豊富（小室）地区、湊町地区において、ごみ
の減量、資源物の分別回収における指導、
ごみの適正な排出指導等の研修会を行っ
た。
市内一斉清掃（クリーン船橋５３０の日、船
橋をきれいにする日）では、チラシを活用し、
その周知等に協力をしていただいた。

クリーン船橋５３０の日参加者数：約5,300人
船橋をきれいにする参加者数：約4,600人
両事業で中央会場セレモニーを開催（船橋
をきれいにする日は人数制限有）し、市民や
事業者等との連携し、清掃活動を実施した。

法典地区と薬円台地区の有価物
連絡会に出席し、ごみの減量、
資源化及び適正処理の啓発を
図った。

事業系廃棄物の適正処理及び減量・資源
化についてのパンフレットを作成し、市
ホームページに掲載したうえでtwitter及
び事業者情報メールにて周知を行った。
また、関係各所と協力し、事業者へパンフ
レットの配布を行った。
再資源化施設については、情報把握に努
めたが整理しきれなかった。

事業系廃棄物の適正処理及び減量・資源化について
のパンフレットを作成し、市ホームページに掲載したう
えでtwitter及び事業者情報メールにて周知を行った。
また、関係各所と協力し、事業者へパンフレットの配布
を行った。
再資源化施設については、情報把握に努めたが整理
しきれなかった。

学校給食残渣受入可能となる
破砕機の屋外設置方法を検討
したが、し尿浄化槽汚泥搬入量
の減少幅が計画より小さいこと
から、前処理化の実施時期を
定めることが困難な状況となっ
た。

令和元年にプラスチックスマートへの登録を行っている。

ｃ ｃ ｃ ｃ ｃ ｃ ｃ ｃ

ｂ ｄ ｃ ｄ ｃ ｄ ｃ ｄ

新規ダウンロード数の目標に達す
ることができなかったため、評価を
cとした。

新型コロナウイルス感染症の影響もあった
が、24地区中2地区のみの研修会開催で
あった点、また、市内一斉清掃への協力を
いただいた点を考慮し、評価をｃとした。

目標値を達成できなかったが、多量のごみ
を回収したことから、地域環境美化推進へ
の効果があったと考えるため、評価をｃとし
た。

新型コロナウイルス感染症の影
響で開催されない連絡会もあっ
たが、2地区しか出席できなかっ
た点を考慮し、評価をcとした。

今後も事業者に対し事業系一般廃棄物
の資源化活動の取組の普及啓発と資源
化施設の情報収集・整理を行う。

今後も事業者に対し事業系食品廃棄物の資源化活動
の取組の普及啓発と資源化施設の情報収集・整理を
行う。

破砕機の屋外設置方法は検討
したが、計画実施時期を定める
ことができなかったため評価をｃ
とした。

市民や事業者に対しプラスチック・スマートの取組を普及
啓発できなかったことから評価をｃとした。

配信を開始して４年半が経過し、
新規ダウンロード数が伸び悩んで
いる点が課題である。

令和４年度に船橋市自治会連合協議会地
区連絡協議会会長を対象に実施したアン
ケート調査において、「船橋市廃棄物減量等
推進員自身の役割の認識不足」、「船橋市
廃棄物減量等推進員の地域住民への認知
度の低さ」、「担い手不足」などの課題がある
ことがわかった。

新型コロナウイルスの影響もあるが、参加
者数を増やすにはより一層、事業の周知を
図る必要がある。

新型コロナウイルス感染症の影
響から地域とのつながりが希薄
になりつつある。今後も地域と連
携する必要がある。

特になし 特になし

計画はし尿浄化槽汚泥の搬入
量に影響されるため、給食残渣
の受入自体の再検討が課題と
なる。

特になし。

新規ダウンロード数10,000件を目
指し、様々な媒体を活用して、ご
み分別アプリ「さんあ～る」の周知
を図る。

令和４年度に船橋市廃棄物減量等推進員
（クリーン船橋５３０推進員）に係る要綱と活
動のてびきを改正し、クリーン船橋５３０推進
員に担っていただきたい役割の明確化を
図った。令和５年度は次期のクリーン船橋５
３０推進員の委嘱もあるため、推進員の役
割を周知し、２４地区ごとに研修会を行う。ま
た、様々な媒体を活用してクリーン船橋５３０
推進員の活動などの周知に努める。

クリーン船橋５３０の日参加者数は8,800人、
船橋をきれいにする参加者数は8,600人の
参加があるよう周知等に努める。

有価物回収協力金事業は、令和
４年度上期（４月から９月回収
分）をもって廃止となっている。
そのため、「ごみの出し方説明
会」において、雑がみの分別な
ど、家庭で容易にできる取り組み
を周知啓発し、資源化の推進を
図る。

・事業系廃棄物の適正処理及び減量・資
源化について、パンフレットや市ホーム
ページを活用し、事業者に対し周知啓発
を行う。
・市内外事業者へのヒアリングを行い、再
資源化の情報を収集。事業者より再資源
化の情報提供依頼があった際は、提示で
きるように進める。

・事業系廃棄物の適正処理及び減量・資源化につい
て、パンフレットや市ホームページを活用し、事業者に
対し周知啓発を行う。
・市内外事業者へのヒアリングを行い、再資源化の情
報を収集。事業者より再資源化の情報提供依頼があっ
た際は、提示できるように進める。

し尿浄化槽汚泥の搬入量を推
計するとともに、給食残渣の新
たな活用について事例調査を
行う。

三番瀬クリーンアップの開催にあたり、プラスチック・ス
マートの普及啓発について検討する。

（３）資源を無駄なく循環させる社会づくり

⑧循環型社会の推進
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　　令和４年度　船橋市環境基本計画　個別施策の取組結果及び令和５年度の目標一覧 資料１

【施策の柱】

【基本施策】

【施　　策】

担当課

【施策番号】

【個別施策】

【具体的な内容】

令和４年度の
目標

施策の実施、
進捗状況（見込）

施策の評価
（見込）

評価（R３年度）

【評価に対する
コメント】

施策展開上の
課題

令和５年度の
目標

（３）資源を無駄なく循環させる社会づくり

⑧循環型社会の推進

廃プラスチック対策の推進 流域の水環境への負荷低減 良質な地下水の確保 様々な環境リスクへの対応 良好な景観形成の推進 良好な景観形成の推進 快適な都市空間の創出 快適な都市空間の創出 快適な都市空間の創出 快適な都市空間の創出

クリーン推進課 下水道河川管理課 道路維持課 衛生指導課 都市計画課 都市計画課 道路建設課 道路建設課 道路建設課 道路建設課

138 168 180 198 203 204 205 208 210 212

ポイ捨て防止の徹底によるまちの美化推進
河川の浚渫など、水質浄化対
策の推進

市街地における雨水浸
透施設（歩道の透水性
舗装など）の整備

放射性物質のモニタリング、
ホームページ・広報誌を通じ
た情報提供

違反屋外広告物の除却などにより景観の保全
景観資源の保全や有効利用
に向けた市民・事業者の理解
促進

都市計画道路等の整備
駅前広場の整備による鉄
道駅へのアクセス向上

生活道路における安全対策の
推進（ゾーン30の導入、交差
点カラー舗装等）

新設道路における無電柱化・
電線類の地中化の推進

・JR船橋駅・西船橋駅・津田沼駅北口地区を「路上
喫煙及びポイ捨て防止条例」の重点区域に指定
し、勧告に従わない違反者から過料を徴収するほ
か、巡視員によるパトロール、路上喫煙及びポイ捨
て防止を警告する案内表示などを設置する。
・地域と連携したキャンペーン・パトロールを実施す
る。
・駅前等の清掃美化を目的とした「駅前等清掃業
務委託」を実施する。

河川浚渫、河道清掃
歩道等に透水性舗装
を整備する。

市内食品等事業者から収去
または買上げた食品に含ま
れる放射性セシウムの検査
を検査機関に委託して実施し
検査結果を公表する。

屋外広告物条例に違反している広告物は、道路上や公共施設等
に放置されている場合、簡易除却を実施し良好な景観の維持や
公衆に対する危害の防止を図っている。この簡易除却は休日、
祝日、年末年始を除く毎日実施。
ＪＲ船橋駅、ＪＲ西船橋駅、ＪＲ津田沼駅周辺の違反広告物につ
いて関係機関（所轄の警察署、葛南土木事務所並びに市道路管
理者等）の協力を仰ぎ違反屋外広告物を掲出している事業主等
に対して自主的に撤去すること、今後違反広告物の掲出を行わ
ないこと等の違反広告物に対する啓発活動を実施。

平成２８年度より景観の学習と
して小学生を対象とした「まち
なみデザイン教室」を実施して
いる。また、平成２９年度には
市内の良好な景観を集めたパ
ンフレット「船橋市景観８０選」
を作成し、景観資源の周知を
行った。

用地買収により道路用地
を確保し、現道拡幅や新
規道路の築造による道路
整備を行う。

駅前広場の配置計画を立
案し、基準に基づいた歩
道、視覚障碍者用誘導ブ
ロック、横断防止柵、道路
照明等の整備を実施する。

ゾーン３０による速度規制や狭
さく、ハンプなど物理的デバイ
スを用いた速度抑制、カラー
舗装による歩行者空間の整備
を実施。

電線共同溝により、電線類を
地中化する。

路上喫煙及びポイ捨て防止の徹底によるまちの美
化推進を図る。

河川浚渫、河道清掃面積
180㎥

透水性舗装面積
4,300ｍ2

新型コロナウイルス感染症対
応等に人員が割かれている
状況ではあるが、可能な限り
業務を実施し目標を80検体と
する。

簡易除却及び昨年度実施出来なかったパトロールを通じて良好
な景観を確保していく

昨年度実施出来なかった要望
に応じ「まちなみデザイン教
室」を実施する

地権者へ協力をいただけ
るように交渉回数を増や
し、都市計画道路の整備
に向けて用地取得を進め
る。整備率：45.1％

JR南船橋南口駅前広場の
供用を開始する。高根公団
駅前広場の改修にむけた
詳細設計を実施する。

ゾーン３０プラスを２地区で整
備する。また、整備済みの
ゾーン３０においてカラー舗装
等の追加の安全対策を実施
する。実施地区数：２地区

JR南船橋南口の電線共同溝
を整備する工事を継続して実
施する。また、都市計画道路
３・３・７号線の電線地中化に
むけた電線共同溝の予備設
計を実施する。

「路上喫煙、ポイ捨て等防止重点区域」を中心に市
内全域で生活環境巡視員6名によるパトロールを
実施し、違反件数940件があった。
駅前等の清掃美化を目的とした「駅前等清掃業務
委託」を実施し、回収ごみの量は15か所で30,100
㎏だった。

河川浚渫の実施
透水性舗装面積
1,695ｍ2

11月から事業を再開し、30検
体の検査を実施し結果を公
表した。

令和４年度簡易除却件数：29035件
令和４年度違反パトロール実施状況
　ＪＲ船橋駅周辺：０回
　ＪＲ西船橋駅周辺：０回
　ＪＲ津田沼駅周辺：０回

令和４年度まちなみデザイン
教室の実施状況：０回

都市計画道路用地として、
4路線で7件、630.64㎡を取
得した。整備率：45.2％

JR南船橋南口駅前広場の
供用を開始した。また、高
根公団駅前広場の改修に
むけた詳細設計を実施し
た。

ゾーン３０プラスを２地区（前原
地区、本町地区）で整備した。
また、整備済みのゾーン３０の
うち、1地区において追加の安
全対策を実施する工事を発注
した。

JR南船橋南口の電線共同溝
を整備する工事を継続して実
施した。また、都市計画道路
３・３・７号線の電線地中化に
むけた電線共同溝の予備設
計を実施した。

ｃ ｄ ｃ ｄ ｃ ｄ ｃ ｃ ｃ ｃ

ａ ｂ ｃ ｄ ｃ ｃ ｄ ｂ ｂ ｂ

これまで対前年度比で減少傾向にあった駅前等清
掃業務委託のごみの回収量が、今年度は増加して
おり、新型コロナウイルスの影響もあったかと考え
るが、評価はcとした。

河川施設等の補修などに費
用を費やすこととなったため、
清掃や浚渫があまり実施でき
なかった

整備目標は達成できな
かったが、対策可能個
所を順次整備した。

人員の確保ができたため事
業を再開した。評価は「ｄ」と
なったが、実施期間から考え
ると妥当な検体数である。

コロナウイルスの感染拡大の影響により、違反パトロールは実施
できなかった。

開催依頼がなかったため、実
施していない。

取得予定の917.24㎡に対
して630.64㎡の取得
（68.75％）であったため評
価をCとした。

JR南船橋南口駅前広場は
目標を達成した。高根公団
駅前広場については、詳細
設計を発注したが、進捗が
遅れていることから、c評価
とした。

ゾーン30プラスの整備は目標
を達成した。追加の安全対策
のうち、1地区は発注したが、
もう1地区は近接工事の影響
を受けて未契約繰越となった。

JR南船橋南口の電線共同溝
は目標を達成した。また、都
市計画道路３・３・７号線の電
線共同溝については、予備
設計を発注したが、進捗が遅
れていることから、c評価とし
た。

新型コロナウイルス感染症の影響が減少し、多くの
人が街に出ることにより、路上喫煙やポイ捨てが増
加する可能性がある。

限られた予算の中でいかに実
施していくか

整備済み個所の増加
による対策可能個所の
減少。

放射性セシウムの影響が少
なくなったことから事業を縮
小し、検体数は減少させる方
針としている。

コロナウイルスの感染拡大の影響により、違反パトロールは実施
できなかった。
屋外広告物法、船橋市屋外広告物条例に基づく違反屋外広告物
の除却等を行っているが、はり紙、はり札、立看板、のぼり旗等
の違反掲出が後を絶たない。広告主、屋外広告業者への啓発活
動を検討。

開催依頼がないと実施が難し
い。

特になし。

高根公団駅前広場の詳細
設計については、関係機関
との協議に時間を要してい
る。

追加の安全対策を実施する工
事について、進捗が遅れてい
る。

都市計画道路３・３・７号線の
電線共同溝の予備設計につ
いては、関連する道路予備設
計の影響を受けて、進捗が遅
れている。

パトロール等の啓発活動を継続しつつ、様々な媒
体や機会を活用して「船橋市路上喫煙及びポイ捨
て防止条例」の周知を図る。（駅前等清掃業務委託
での回収ごみ量：16,200 kg、路上喫煙及びポイ捨
て防止条例違反件数：730件）

効果的な浚渫、清掃範囲を検
討し事業を進めていく。

透水性舗装面積
4,300ｍ2

①放射性セシウム検査を②
40検体③市内流通食品の検
査を検査機関に委託し結果
を公表する。

簡易除却及び昨年度実施できなかったパトロールを通じて良好な
景観を確保していく。

要望に応じ昨年度実施できな
かった「まちなみデザイン教
室」を実施する。

都市計画道路用地として、
586.47㎡を取得する。

令和5年度末までに高根公
団駅前広場の詳細設計を
完了させるとともに、令和6
年度の工事着手に向けて
関係機関との協議を成立さ
せる。

ゾーン３０プラスを１地区で整
備する。また、整備済みの
ゾーン３０においてカラー舗装
等の追加の安全対策を実施
する。実施地区数：2地区

令和5年9月末までにJR南船
橋南口の電線共同溝の工事
を完成させる。また、都市計
画道路３・３・７号線の電線共
同溝については、令和5年度
中に予備設計を完成させると
ともに、詳細設計を発注す
る。

⑫快適な生活環境の保全

（４）健全で快適に暮らせるまちづくり

⑪健全な水環境の保全
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　　令和４年度　船橋市環境基本計画　個別施策の取組結果及び令和５年度の目標一覧 資料１

【施策の柱】

【基本施策】

【施　　策】

担当課

【施策番号】

【個別施策】

【具体的な内容】

令和４年度の
目標

施策の実施、
進捗状況（見込）

施策の評価
（見込）

評価（R３年度）

【評価に対する
コメント】

施策展開上の
課題

令和５年度の
目標

⑬船橋の環境を担う「ひと」づくり
⑭船橋の環境を育む「つながり」

づくり

自然とふれあう機会の創出
人の交流や情報交換による

環境保全活動の活発化
協働に向けた体制の強化 協働に向けた体制の強化 協働に向けた体制の強化 協働に向けた体制の強化 協働を促進する制度づくりと活用

協働を促進する制度づくりと
活用

協働を促進する制度づくりと活
用

下水道河川計画課 商工振興課 環境政策課 市民協働課 農水産課 商工振興課 環境政策課 環境政策課 環境政策課

230 248 253 253 253 254 258 261 264

川辺や海辺を会場としたイベント
を通じた自然環境の保全に向け
た意識の向上

自然科学研究所等を対象とした
立地及び設備投資に対する補助
制度の実施

学校、ＮＰＯ、企業、行政等の多様
な主体による連携・協働

学校、ＮＰＯ、企業、行政等の多様
な主体による連携・協働

学校、ＮＰＯ、企業、行政等の多
様な主体による連携・協働

事業者のISO14001、エコアク
ション21などの認証取得支援

事業者の環境保全活動（CSR活動）認定制度の創設・運営
生物多様性情報室を利用した
情報交換のしくみづくり

環境保全活動に取り組む市
民・事業者・活動団体の表彰・
顕彰

千葉県の主催による印旛沼流域
環境・体験フェアにブースを出展
し、水循環再生への広報活動を通
じ、意識の向上を図る。

平成28年度より、自然科学研究
所の新規立地及び設備投資等の
再投資に関して、固定資産税（家
屋分）等の税相当額の補助金交
付を実施。

・ふなばし環境フェア実行委員会に
よる環境フェアの開催（個別施策
229）
・ふなばし三番瀬クリーンアップ実
行委員会によるクリーンアップの開
催（個別施策76）
・協働による環境イベント（講座、イ
ベント）の開催（R6以降より実施）
（個別施策266）

環境保全活動について、学校、
NPO、企業、行政等の多様な主体
による連携により、課題解決に向
けた検討や、施策を実施する。

親子工作教室の実施や、森林
整備養成講座を実施する。

「ISO14001」、「エコアクション
21」の認証取得を行った事業者
に対し、取得経費の一部を助成
する。

・事業者は環境に配慮した取り組みを実施している場合に、市に対して認定申請を
行い、市はそれを評価する。
・認定された事業者メリットとして認定証交付、エコ事業者である「ロゴマーク」を印刷
物などに表示できる、また市のホームページで事業所名の紹介や活動内容の紹介
等を行いPRをすることができる。
・認定された事業所は、３年ごとに更新審査を受ける。
・事業者より毎年、CSR活動の報告書を提出してもらうことで、市として事業者の活
動を把握することが可能となる（表彰の推薦のための実績把握ともなる）。
・ＥＳＧ投資を検討する企業のために、認定制度により認定された事業者をＨＰ等で
ＰＲする。

生物多様性情報室において、
環境保全活動を紹介するコー
ナーを設置したことから、市
ホームページ等を用い、パネ
ル展示を希望する団体を広く
募集する。

・個別施策264事業者の環境保
全活動認定制度にて事業者か
ら報告してもらう
・市民・市民団体の活動内容を
紹介（多様性情報室など）する
際に活動内容を報告してもらう

千葉県の主催による印旛沼流域
環境・体験フェアにブースを出展
し、水循環再生への意識向上を図
る。

当該補助金の周知を行い2件の
認定を目指す。

毎年行っている環境イベント（ふな
ばし環境フェア、ふなばし三番瀬ク
リーンアップ）に加え、新たなイベン
トを開催する。

ふるさと財団の地域再生マネー
ジャー事業（短期診断）を実施し、
今後の方向性について、市民活動
サポートセンター運営協議会委員
などと連携しながら検討を行う。

事業体制の修正をおこなう。
補助制度の周知を図り、各1件
の制度利用を図る。

事業者評価制度について検討を進める。

生物多様性情報室により多く
の人に知ってもらえるように他
の展示内容について検討して
いく。

環境保全活動に取り組む市
民・事業者・活動団体の表彰・
顕彰を検討する。

新型コロナウイルス感染症の影響
でイベントが中止となった。

市HP、工業団体等に周知を図
り、今年度は1件の認定となった。
また令和4年度より、要件としてい
た設備投資額の要件を中小企業
は2,000万から1,500万に、小規模
事業者は1,000万から750万に緩
和した。

市民や市民団体、事業者との協働
により、ふなばし環境フェア、ふな
ばし三番瀬クリーンアップを開催し
た。

多様な主体による連携・協働の体
制づくりに十分に寄与する取り組
みは実施できていない。

R4年度の森林整備養成講座は
実施されなかった。

市HP、事業者情報メール、広報
ふなばし等において周知を行っ
た。また、令和4年度より製造
業・建設業・運輸業以外にも支
援対象を拡大し、卸売・小売・
ｻｰﾋﾞｽ業も対象とした。

事業者評価制度について検討を進める。

生物多様性情報室において、
市民団体のパネル展示は実
施したが、展示内容の見直し・
試行等を行ったこともあり、令
和4年度は、パネル展示に関
する募集は行わなかった。

市民・事業者・活動団体の表
彰・顕彰について検討をしてい
るところである。

ｄ ｃ ｃ ｃ ｄ ｃ ｃ ｃ ｄ

ｄ ａ ｃ ｄ ｂ ｃ ｃ ｂ ｄ

特になし
要件を緩和したものの目標には
達しなかったためcとした。

毎年行っている環境イベント（ふな
ばし環境フェア、ふなばし三番瀬ク
リーンアップ）については実施した
が、新たなイベントを開催すること
ができなかった。

市民活動サポートセンター運営協
議会の委員改選に伴い部会編成
を見直し、多様な主体の連携・協
働のあり方や効果的な取り組みを
検討、実施した。

未実施であった。
制度として運用は行っているも
のの今年度の実績は0件となっ
たためcとした。

事業者評価制度については実効性のある制度とする必要があるため慎重に検討を
進めていく。

パネル展示の募集を行わな
かったことから左記の評価とし
た。

実施に至っていないことから評
価をｄとした。

水循環再生への意識向上のため
に、より一層の周知をしていく必要
がある。

設備投資には多額の資金が必要
であることや設備の耐用年数等
もあり、年度により申請にばらつ
きが生じてしまう。継続的な周知
を行い、制度の利用促進を図っ
ていく。

新たな環境イベントの開催検討に
あたり、テーマや企画内容等、精査
する必要がある。

多様な主体の連携体制の構築は、
どのような手法や形態が適切か、
またはどのようなプロセスでそれを
実現していくか、他市状況などを踏
まえ検討していく必要がある点

講座に関して効果的な情報発
信をし、多くの受講者を募る必
要がある。

工業振興支援事業補助金の支
援メニューの一部として実施し
ているため、今年度はISO・エコ
アクション以外で予算額に達し
てしまった。

他自治体の事例では参加者が少ないようなものもある。
市民団体の展示も含め展示ス
ケジュールの検討が必要であ
る。

市民や市民団体からの活動内
容の報告方法など仕組み作り
を検討していく必要がある。

千葉県の主催による印旛沼流域
環境・体験フェアにブースを出展
し、水循環再生への意識向上を図
る。

市HPによる周知とともに事業者
から設備投資に関する相談を受
けた際は当該補助金制度の周知
を行っていく。

毎年行っている環境イベント（ふな
ばし環境フェア、ふなばし三番瀬ク
リーンアップ）に加え、新たなイベン
トの開催について検討する。

今後の方向性について、市民活動
サポートセンター運営協議会委員
などと連携しながら取り組みを進
める。

R5年度は予算を計上し、R3年
度以前と同様に講座を実施す
る。

令和4年度と同様に継続的に周
知活動を行っていく。

事業者評価制度について他自治体の情報収集を行い検討を進める。
市民団体のパネル展示をでき
るように展示内容・スケジュー
ルを検討していく。

環境保全活動に取り組む市
民・事業者・活動団体の表彰・
顕彰を行うにあたり、各団体等
の活動内容の把握方法や、表
彰・顕彰の基準など仕組みづく
りを検討する。

⑮協働を促進する「しくみ」づくり

（５）より良い環境をみんなで育む体制づくり
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